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京都府豊かな緑を守る条例
平成17年10月18日

京都府条例第43号

京都府豊かな緑を守る条例をここに公布する。

京都府豊かな緑を守る条例
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附則

森林は、木材生産という経済的機能にとどまらず、大地にしっかりと根を張り、緑あふ

れる葉を繁らせることで、水を蓄え、清らかな水と美しい川の流れを作り、災害の発生や

地球の温暖化を防止するなど様々な機能を有している。

京都では、森林が府域の４分の３を占め、農山村の暮らしが息づく里山の風景や京都盆

地などの山紫水明の美しい景観を形作ってきた。また、私たちは、長年にわたって、この

森林の恵みを生活の中に巧みに生かし、木の文化をはじめとする特徴ある文化や産業を発

展させてきた。このような京都の森林は、子どもたちの未来をはぐくむ府民共通の貴重な

財産である。

しかし、木材需要の減少などの社会経済の大きな変化によって人と森林との関係が希薄

化し、森林の放置や荒廃が進み、更には不適正な利用により災害が発生する状況も生じて

いる。

私たちは、持続可能な循環型の社会づくりを進めるため、森林の公益的機能を今一度見

つめ直し、先人の知恵を学びながら、人と森林との望ましい共生関係を築くことにより、

京都の豊かな緑を守らなければならない。

このような認識に基づき、森林の適切な利用及び保全を府民の主体的な参画の下に促進

するための制度並びに森林における開発行為の計画的かつ適正な施行を確保するための制

度を定めることにより、森林の公益的機能の一層高度な発揮を図り、もって現在及び将来

の良好な地域環境の形成及び保全並びに府民生活の安全の確保に寄与することを目的とし

て、この条例を制定する。

第１章 総則

（定義）

第１条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところに

よる。

(1) 森林 森林法（昭和26年法律第249号）第５条第１項の規定による地域森林計画

の対象となっている民有林をいう。
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(2) 森林の公益的機能 土砂の流出又は崩壊の防止、水害の防止、水源のかん養、地球

温暖化の防止、健康の増進、良好な景観の形成その他の森林が有する公益的な機能を

いう。

(3) 森林の利用及び保全 森林を木材生産、自然観察、健康増進その他の用に供すると

ともに、森林を間伐等の作業により健全に育成することをいう。

(4) 森林開発行為 森林(森林法第25条又は第25条の２の規定により指定された保安

（ 「 」 。）林及び同法第41条の規定により指定された保安施設地区 以下 保安林等 という

の区域内並びに海岸法（昭和31年法律第101号)第３条の規定により指定された海

岸保全区域内の森林を除く。)において土石又は樹根の採掘、開墾その他の土地の形

質を変更する行為をいう。

（府の責務）

第２条 府は、森林の利用及び保全に係る総合的かつ計画的な施策を策定し、これを実施

するものとする。

、 、 、２ 府は 前項の規定による施策の策定及び実施に当たっては 府民と協働するとともに

国及び市町村と連携するものとする。

、 、 、３ 府は 府民及び市町村の協力を得て 森林開発行為の状況を適切に把握するとともに

森林開発行為を行う者に対し、森林開発行為が適正に行われるよう必要な指導を行うも

のとする。

（府民の責務）

第３条 府民は、森林の公益的機能についての理解を深めるとともに、府が実施する森林

に関する施策への積極的な協力並びに森林の利用及び保全のための活動への主体的な参

画により、森林を世代を越えた府民共通の財産として適切に利用し、及び保全するよう

努めなければならない。

（森林所有者等の責務）

第４条 森林の土地を所有し、又は管理する者（以下「森林所有者等」という ）は、持。

続可能な林業の実施に努めるとともに、府が実施する森林に関する施策への協力及び主

体的な参画により、森林を適切に利用し、及び保全しなければならない。

２ 森林所有者等は、森林開発行為のために森林の土地を使用させるときは、開発影響区

域（森林開発行為に係る森林の区域及びその森林開発行為により災害が発生した場合に

。 。） 、影響を受ける周辺の区域をいう 以下同じ に災害が発生するおそれが生じないよう

森林開発行為の状況を適切に把握し、森林開発行為を行う者及び森林開発行為に関する

工事を施工する者に対し、開発影響区域における災害の発生の防止のために必要な措置

を講じるよう求めなければならない。

（開発計画者等の責務）

第５条 森林開発行為を行おうとする者（以下「開発計画者」という ）は、開発影響区。

域において災害が発生するおそれが生じないよう、森林開発行為の計画（以下「開発計

画」という ）を定めなければならない。。

２ 森林開発行為を行う者は、開発影響区域において災害が発生するおそれが生じないよ

う、森林開発行為を計画的かつ適正に行わなければならない。

３ 森林開発行為に関する工事を施工する者は、開発影響区域において災害が発生するお

それが生じないよう、森林開発行為に関する工事を適正かつ安全に行うとともに、森林
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開発行為に係る森林の区域を適正に管理しなければならない。

第２章 森林の利用及び保全の促進

（森林利用保全指針）

第６条 知事は、森林の利用及び保全に係る施策を総合的かつ計画的に推進するための指

針（以下「森林利用保全指針」という ）を地域の生態系及び風土との調和に配慮して。

定めるものとする。

２ 森林利用保全指針には、次に掲げる事項を定めるものとする。

(1) 自然的、社会的及び歴史的な背景を踏まえた地域の区分

(2) 地域の区分ごとの森林に関する長期的な目標

(3) 前号に掲げる目標を達成するための方針及びその方針に基づく施策の基本的な方向

(4) その他必要な事項

３ 知事は、森林利用保全指針を定めるに当たっては、あらかじめ、府民、市町村長及び

京都府森林審議会の意見を聴くものとする。

４ 知事は、森林利用保全指針を定めたときは、規則で定めるところにより、遅滞なく、

これを公表するものとする。

５ 前２項の規定は、森林利用保全指針の変更について準用する。

（森林利用保全重点区域）

第７条 知事は、森林利用保全指針に基づいて森林の利用及び保全を総合的に推進するこ

とにより森林の公益的機能を一層高度に発揮させる必要があると認める森林の区域を、

その森林の区域を所管するすべての市町村長の提案を受けて、森林の利用及び保全を重

点的に行う森林の区域（以下「森林利用保全重点区域」という ）として指定すること。

ができる。

２ 知事は、前項の規定によるほか、特に必要があると認めるときは、森林利用保全重点

区域を、あらかじめ、当該森林利用保全重点区域を所管するすべての市町村長の同意を

得て指定することができる。

３ 前２項の規定による森林利用保全重点区域の指定には、保安林等の区域を含めること

ができない。ただし、その指定の目的を達成するために特に必要があると認められる森

林利用保全重点区域については、この限りでない。

４ 知事は、森林利用保全重点区域を指定しようとするときは、あらかじめ、規則で定め

るところにより、その旨及びその区域を公告し、当該森林利用保全重点区域の指定の案

を当該公告の日から起算して１月間縦覧に供するものとする。

、 、５ 森林利用保全重点区域の指定の案に意見がある者は 前項の縦覧期間満了の日までに

知事に理由を付した意見書を提出することができる。

６ 知事は、前項の規定により森林利用保全重点区域の指定の案に異議がある旨の意見書

の提出があったときその他森林利用保全重点区域の指定に関し広く意見を聴く必要があ

ると認めるときは、公聴会を開催するものとする。

７ 知事は、森林利用保全重点区域を指定したときは、規則で定めるところにより、その

旨及びその区域を告示するとともに、当該森林利用保全重点区域を所管するすべての市

町村長に通知するものとする。

８ 前各項の規定は、森林利用保全重点区域の指定の変更及び解除について準用する。

（森林利用保全計画）

第８条 知事は、森林利用保全重点区域を指定するに当たっては、当該森林利用保全重点
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区域を所管するすべての市町村長の提案を受けて、当該森林利用保全重点区域における

森林の利用及び保全の総合的な推進に係る計画（以下「森林利用保全計画」という ）。

を定めるものとする。

２ 知事は、前項の規定によるほか、特に必要があると認めるときは、森林利用保全計画

を、あらかじめ、当該森林利用保全重点区域を所管するすべての市町村長の同意を得て

定めるものとする。

３ 森林利用保全計画には、次に掲げる事項を定めるものとする。

(1) 森林利用保全重点区域内の森林に関する長期的な目標

(2) 前号に掲げる目標を達成するための森林の利用及び保全に関する取組及び施策

(3) その他必要な事項

４ 森林利用保全計画は、森林法第５条第１項の規定による地域森林計画の内容に適合し

たものでなければならない。

５ 前条第４項から第７項までの規定は、森林利用保全計画の策定及び変更について準用

する。

（森林利用保全計画の推進に係る措置）

第９条 知事は、森林利用保全計画に基づく取組を計画的かつ円滑に推進するため、市町

村と連携して、次に掲げる措置を講じるものとする。

(1) 森林利用保全計画に基づく造林事業等の重点的な実施

(2) 森林の利用及び保全のための技術等に関する講習会の開催、情報の提供その他の必

要な支援措置

(3) 森林の利用及び保全の促進に係る府民の理解を深めるための広報活動、学習の機会

の提供その他の必要な措置

（森林利用保全活動団体の登録等）

第10条 森林利用保全重点区域において森林の利用及び保全のための活動を行おうとす

る団体は、知事の登録を受けることができる。

２ 前項の規定により登録を受けようとする団体は、規則で定めるところにより、申請書

を知事に提出しなければならない。

３ 知事は、前項の規定により申請書を提出した団体が次の各号のいずれにも該当すると

認めるときは、その団体を名簿に登録するものとする。

(1) 森林の利用及び保全のための活動の実績を有する法人その他の団体で規則で定める

もの

(2) 森林利用保全計画に基づいて森林の利用及び保全のための活動を安定的かつ継続的

に行うことができると認められる法人その他の団体で規則で定めるもの

４ 知事は、規則で定めるところにより、前項の規定により登録した団体（以下「森林利

用保全活動団体」という ）に登録証を交付するものとする。。

５ 知事は、規則で定めるところにより、森林利用保全活動団体の名簿を備えて一般の閲

覧に供するものとする。

６ 知事は、森林利用保全活動団体の求めに応じ、森林利用保全重点区域に係る情報を提

供するものとする。

（森林利用保全活動団体の登録の更新）

第11条 前条第１項の登録の有効期間は、３年とする。

２ 前項の登録の有効期間の満了後引き続き登録を受けようとする森林利用保全活動団体
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は、更新の登録を受けなければならない。

３ 前条第２項から第４項までの規定は、前項の登録の更新について準用する。

（森林利用保全活動団体の登録の抹消）

第12条 知事は、森林利用保全活動団体が次の各号のいずれかに該当するときは、遅滞

なく、当該森林利用保全活動団体の登録を抹消するものとする。

(1) 規則で定めるところにより、森林利用保全活動団体からその登録の抹消を求める旨

の届出があったとき。

(2) 森林利用保全活動団体が第10条第３項各号のいずれかに該当しなくなったとき。

（森林の利用及び保全に関する協定）

第13条 森林利用保全活動団体は、森林利用保全重点区域内の森林の公益的機能の増進

を図るため、森林の土地の所有者と森林の利用及び保全に関する協定を締結し、当該協

定が適当である旨の知事の認定を受けることができる。

２ 前項の規定により認定を受けようとする森林利用保全活動団体は、規則で定めるとこ

ろにより、申請書を知事に提出しなければならない。

３ 第１項の規定により知事の認定を受けようとする協定には、次に掲げる事項を定める

ものとする。

(1) 協定の目的となる森林の土地の区域及びその面積

(2) 森林利用保全活動団体が行う森林の利用及び保全のための活動に関する事項

(3) 林産物の利用及びその収益の分配に関する事項

(4) 協定の有効期間

(5) 協定の当事者が当該協定に違反した場合の措置

(6) その他必要な事項

４ 知事は、第２項の規定により申請のあった協定が次の各号に掲げる要件のいずれにも

該当すると認めるときは、その協定を認定するものとする。

(1) 協定の内容が法律及び条例の規定に違反するものでないこと。

(2) 協定の内容が森林の利用を不当に制限するものでないこと。

(3) 協定の内容が森林利用保全計画の達成に資するものであること。

（森林利用保全協定の変更）

（ 「 」 。）第14条 前条第１項の規定により認定を受けた協定 以下 森林利用保全協定 という

の当事者である森林利用保全活動団体は、当該森林利用保全協定において定めた事項を

変更しようとするときは、当該森林利用保全協定のすべての当事者の合意をもってその

旨を定め、知事の認定を受けなければならない。

２ 前条の規定は、前項の規定による変更の認定について準用する。

（森林利用保全協定の承継）

第15条 森林利用保全協定は、当該森林利用保全協定の当事者である森林利用保全活動

団体が合併により解散し、若しくは分割したとき又は当該森林利用保全協定の当事者で

ある森林の土地の所有者が死亡し、合併により解散し、若しくは分割したときは、その

包括承継人に対しても、その効力を有する。

２ 森林利用保全協定の当事者である森林の土地の所有者は、森林の土地の所有権を第三

者に移転するときは、併せて当該森林利用保全協定に基づく地位を当該第三者に承継さ

せるよう努めるものとする。
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３ 前２項の規定により森林利用保全協定の当事者の変更があったときは、当該森林利用

保全協定の当事者である森林利用保全活動団体は、規則で定めるところにより、遅滞な

く、その旨を知事に届け出なければならない。

（森林利用保全協定に係る支援措置等）

第16条 知事は、森林利用保全協定の当事者である森林利用保全活動団体に対し、技術

的な指導、講習会の開催、情報の提供その他の必要な支援措置を講じるものとする。

２ 森林利用保全協定の当事者である森林利用保全活動団体は、当該森林利用保全協定の

対象となる森林を含む森林利用保全重点区域に係る森林利用保全計画の変更について、

知事に提案をすることができる。この場合において、知事は、遅滞なく、当該提案を踏

まえて当該森林利用保全計画の変更をする必要があるかどうかを判断し、その結果を当

該提案をした森林利用保全活動団体に通知するものとする。

（森林利用保全協定の終了等）

第17条 森林利用保全活動団体は、森林利用保全協定に基づく活動を終了したとき又は

廃止したときは、規則で定めるところにより、遅滞なく、その旨を知事に届け出なけれ

ばならない。

（森林利用保全協定の認定の取消し）

第18条 知事は、森林利用保全協定の当事者である森林利用保全活動団体の登録を抹消

したとき又は森林利用保全協定の内容が第13条第４項各号のいずれかに該当しなくな

ったときは、当該森林利用保全協定の認定を取り消すものとする。

２ 知事は、前項の規定により森林利用保全協定の認定を取り消したときは、当該森林利

用保全協定に基づき森林の利用及び保全のための活動を行った森林利用保全活動団体に

対し、必要な指導を行うものとする。

第３章 森林開発行為

（開発計画の協議）

第19条 開発計画者は、森林の公益的機能が良好な地域環境の保全及び府民生活の安全

の確保に大きな役割を果たしていることにかんがみ、森林開発行為の計画的かつ適正な

施行を確保し、森林における災害の発生を防止するため、あらかじめ、開発計画につい

て、知事に協議をしなければならない。ただし、次に掲げる森林開発行為については、

この限りでない。

(1) 森林開発行為に係る森林の区域の面積が規則で定める規模以下であるもの

(2) 国、地方公共団体その他規則で定める団体が行うもの

(3) 法律又は条例の規定による許可、認可その他これらに準じる処分の対象となる森林

開発行為で規則で定めるもの

(4) 火災、風水害その他の非常災害のために必要な応急措置として行うもの

(5) 森林の土地の保全に著しい支障を及ぼすおそれが少なく、かつ、公益性が高いと認

められる事業の施行として行う森林開発行為で規則で定めるもの

２ 知事は、規則で定める森林開発行為実施基準（開発計画者が適正な開発計画を作成す

るための基準をいう。以下同じ ）に基づき、前項の規定による協議（以下「協議」と。

いう ）を行うものとする。。

（開発計画書の提出等）
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第20条 協議をしようとする開発計画者は、規則で定めるところにより、森林開発行為

に係る計画書を知事に提出しなければならない。

２ 知事は、前項の規定により提出された計画書（以下「開発計画書」という ）に森林。

開発行為実施基準に適合しない事項があると認めるときは、当該事項について検討する

よう開発計画者に求めるものとする。

３ 前項の規定により検討を求められた開発計画者は、協議をしている開発計画が森林開

発行為実施基準に適合するものとなるよう努めるものとする。

（協議の終了等）

第21条 知事は、開発計画書が森林開発行為実施基準に適合すると認めるとき又は協議

により開発計画が森林開発行為実施基準に適合するに至ったと認めるときは、開発計画

者との協議が成立したものとして、当該協議を終了しなければならない。

２ 知事は、開発計画書の提出があった日から60日を経過した日以後に、規則で定める

ところにより、開発計画者から協議を終了する旨の申出があったときは、当該協議を終

了しなければならない。

３ 知事は、前２項の規定により協議を終了したときは、遅滞なく、当該協議の結果を記

載した書面（以下「協議終了通知書」という ）を当該協議をした開発計画者に交付し。

なければならない。

４ 知事は、第２項の規定により協議を終了したときは、当該協議をした開発計画者に対

し、開発影響区域における災害の発生の防止のために必要な事項について指導するもの

とする。

５ 知事は、協議を終了するまでの間に、関係市町村長の意見を聴かなければならない。

（変更の協議）

第22条 前条第３項の規定により協議を終了し、協議終了通知書の交付を受けた者（以

下「協議を終了した者」という ）は、当該協議に係る開発計画の内容を変更しようと。

する場合は、あらかじめ、知事に変更の協議をしなければならない。ただし、規則で定

める軽微な変更をしようとするときは、この限りでない。

２ 前３条の規定は、前項の規定による変更の協議について準用する。

３ 協議を終了した者は、第１項ただし書に規定する軽微な変更をしたときは、規則で定

めるところにより、速やかに、その旨を知事に届け出なければならない。

（標識の設置）

第23条 協議を終了した者は、当該協議に係る森林開発行為を行っている間、規則で定

めるところにより、氏名又は名称その他の事項を記載した標識を公衆の見やすい場所に

設置しなければならない。

２ 協議を終了した者は、当該協議に係る森林開発行為を完了し、又は廃止したときは、

速やかに、前項の規定により設置した標識を撤去しなければならない。

（森林開発行為の着手の届出）

第24条 協議を終了した者は、当該協議に係る森林開発行為に着手したときは、規則で

定めるところにより、当該森林開発行為に着手した日から10日以内に、その旨を知事

に届け出なければならない。

（定期的な報告）
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第25条 協議を終了した者は、当該協議に係る森林開発行為に着手した日から６月ごと

に区分した各期間（当該期間内に森林開発行為を廃止し、又は完了したときは、当該期

間の初日から廃止又は完了の日までの間）ごとに、規則で定めるところにより、当該期

間の末日から10日以内に、当該期間における森林開発行為の状況について、知事に報

告しなければならない。

（森林開発行為の中止等の届出）

第26条 協議を終了した者は、当該協議に係る森林開発行為を中止したときは、規則で

定めるところにより、当該森林開発行為を中止した日から10日以内に、その旨を知事

に届け出なければならない。

２ 協議を終了した者は、前項の規定により中止した旨を届け出た森林開発行為を再開し

ようとするときは、規則で定めるところにより、当該森林開発行為を再開しようとする

日の10日前までに、あらかじめ、その旨を知事に届け出なければならない。

（開発計画の再協議）

第27条 協議を終了した者は、協議終了通知書の交付を受けた日から起算して１年以上

経過した協議に係る森林開発行為に着手しようとするときは、改めて、第19条第１項

の規定により、知事に協議をしなければならない。協議終了通知書の交付を受けた協議

に係る森林開発行為を中止した日から起算して１年以上経過して再開しようとするとき

も、また同様とする。

（地位の承継）

第28条 協議を終了した者が死亡し、合併により解散し、又は分割したときは、その包

括承継人は、当該協議について、協議を終了した者の地位を承継する。

２ 協議を終了した者から森林開発行為に係る森林の区域のすべての土地の所有権を取得

した者は、当該協議について、協議を終了した者の地位を承継する。

３ 前２項の規定により協議を終了した者の地位を承継した者は、規則で定めるところに

より、速やかに、その旨を知事に届け出なければならない。

（森林開発行為の完了の届出等）

第29条 協議を終了した者は、当該協議に係る森林開発行為を完了したときは、規則で

定めるところにより、当該森林開発行為を完了した日から10日以内に、その旨を知事

に届け出なければならない。

２ 知事は、前項の規定による届出があったときは、遅滞なく、当該届出に係る森林開発

行為が当該協議に係る開発計画の内容及び森林開発行為実施基準に適合しているかを調

査するものとする。

（森林開発行為の廃止の届出等）

第30条 協議を終了した者は、当該協議に係る森林開発行為を廃止したときは、規則で

定めるところにより、当該森林開発行為を廃止した日から10日以内に、その旨を知事

に届け出なければならない。

２ 知事は、前項の規定による届出があったときは、遅滞なく、当該届出に係る開発影響

区域において、災害の発生のおそれがあるかどうかを調査するものとする。

（停止命令）
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第31条 知事は、第21条第３項（第22条第２項において準用する場合を含む。以下同

じ ）の規定による協議終了通知書の交付を受けずに、森林開発行為（第19条第１項各。

号に掲げるものを除く。以下この条及び次条において同じ ）を行っている者に対し、。

第21条第３項の規定により協議終了通知書の交付を行うまでの間、当該森林開発行為

の停止を命じることができる。偽りその他の不正な手段により、同項の規定による協議

終了通知書の交付を受けた者に対しても、また同様とする。

２ 知事は、森林開発行為の継続により開発影響区域において災害が発生するおそれがあ

ると認めるときは、当該森林開発行為を行っている者に対し、当該森林開発行為の停止

を命じることができる。

３ 知事は、前項の森林開発行為に関する工事を請負等により施工している者に対し、当

該森林開発行為の停止を命じることができる。

４ 知事は、第１項から第３項までの規定による命令をした場合においては、標識の設置

その他規則で定める方法により、その旨を公示しなければならない。

５ 前項に規定する標識は、第１項から第３項までの規定による命令に係る土地に設置す

ることができる。この場合において、当該土地の森林所有者等は、当該標識の設置を拒

み、又は妨げてはならない。

（措置命令）

第32条 知事は、森林開発行為による開発影響区域における災害の発生を防止するため

必要があると認めるときは、当該森林開発行為を行っている者又は行った者に対し、災

害の発生を防止するために復旧その他の必要な措置をとるべきことを命じることができ

る。当該森林開発行為に関する工事を請負等により施工している者若しくは施工した者

又は当該森林開発行為に主体的に関与している森林所有者等に対しても、また同様とす

る。

２ 前条第４項及び第５項の規定は、前項の規定による命令について準用する。この場合

において、同条第４項及び第５項中「第１項から第３項まで」とあるのは 「第32条第、

１項」と読み替えるものとする。

（承継人に対する効力）

第33条 前２条の規定による命令は、命令の対象とする森林の土地の所有者又は占有者

の承継人に対しても、その効力を有する。

第４章 土砂搬入禁止区域

（土砂搬入禁止区域の指定等）

第34条 知事は、次の各号のいずれにも該当すると認めるときは、土砂（廃棄物の処理

及び清掃に関する法律（昭和45年法律第137号）第２条第１項に規定する廃棄物を除

く。以下同じ ）の搬入による森林開発行為（第19条第１項第２号、第４号及び第５号。

に掲げるものを除く。以下「土砂の搬入」という ）がなされている森林の区域（進入。

路、排水施設その他の土砂の搬入に関連する区域を含む ）及びその土砂の搬入により。

災害が発生するおそれのある周辺の区域を、６月を超えない範囲で期間を定めて、土砂

の搬入を禁止する区域（以下「土砂搬入禁止区域」という ）として指定することがで。

きる。

(1) 土砂の搬入に係る森林の区域の面積が規則で定める規模を超えるとき。

(2) 土砂の搬入を継続することにより、人の生命、身体又は財産を害するおそれがある

とき。
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２ 知事は、前項の規定による土砂搬入禁止区域の指定期間中に当該指定の事由が消滅し

ないと認めるときは、６月を超えない範囲で当該指定期間を延長することができる。

、 、３ 知事は 第１項の規定による指定又は前項の規定による指定期間の延長をしたときは

規則で定めるところにより、その旨及びその区域を公示しなければならない。

４ 第１項の規定による指定及び第２項の規定による指定期間の延長は、前項の公示の時

からその効力を生じる。

５ 知事は、第１項の規定による指定又は第２項の規定による指定期間の延長の準備のた

め必要があるときは、その職員に、他人の土地に立ち入り、測量させ、又は調査させる

ことができる。

６ 知事は、第１項の規定による指定をしたときは、その職員に、土砂搬入禁止区域に立

ち入り、規則で定める方法により、土砂搬入禁止区域の明示をさせなければならない。

７ 土地の所有者又は占有者は、正当な理由なく、前２項の規定による立入り、測量、調

査又は明示の措置を拒み、又は妨げてはならない。

８ 第５項及び第６項の規定により他人の土地に立ち入ろうとする職員は、その身分を示

す証明書を携帯し、関係人の求めに応じ、これを提示しなければならない。

（土砂の搬入の禁止）

第35条 何人も、土砂搬入禁止区域に土砂の搬入をしてはならない。

（土砂搬入禁止区域の指定の解除）

第36条 知事は、土砂搬入禁止区域の指定の事由が消滅したと認めるときは、直ちに、

当該土砂搬入禁止区域の指定を解除しなければならない。

２ 第34条第３項及び第４項の規定は、前項に規定する指定の解除について準用する。

第５章 雑則

（報告の徴収）

第37条 知事は、この条例の施行に必要な限度において、森林利用保全活動団体、森林

所有者等、森林開発行為を行う者又は森林開発行為に関する工事を施工する者に対し、

必要な事項についての報告又は資料の提出を求めることができる。

（立入検査）

第38条 知事は、この条例の施行に必要な限度において、その職員に、前条に定める者

の事務所、森林開発行為に係る森林の区域その他これらの者が業務を行う場所に立ち入

り、工事その他の行為の状況及び施設、帳簿、書類その他の物件を検査させ、又は関係

人に質問させることができる。

２ 前項の規定により立入検査を行う職員は、その身分を示す証明書を携帯し、関係人の

求めに応じ、これを提示しなければならない。

３ 第１項の規定による立入検査の権限は、犯罪捜査のために認められたものと解しては

ならない。

（市町村等による情報提供）

第39条 知事は、市町村、森林組合及び地域住民から森林開発行為に係る積極的な情報

の提供を受けて、森林開発行為を行う者、森林開発行為に関する工事を施工する者及び

森林所有者等に対し、必要な指導を行うものとする。
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（適用除外）

第40条 市町村が森林開発行為に関する条例を制定した場合において、当該条例の規定

で、前２章の規定と同等以上の効果を有するものとして規則で定めるものが適用される

森林開発行為については、当該規定に相当する規則で定める規定は、適用しない。

（規則への委任）

第41条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定

める。

第６章 罰則

（罰則）

第42条 第35条の規定に違反して土砂の搬入をした者は、６月以下の懲役又は50万円

以下の罰金に処する。

第43条 次の各号のいずれかに該当する者は、50万円以下の罰金に処する。

(1) 第31条第２項又は第３項の命令に違反した者

(2) 第32条第１項の命令に違反した者

第44条 次の各号のいずれかに該当する者は、30万円以下の罰金に処する。

(1) 第21条第３項に規定する協議終了通知書の交付を受けずに森林開発行為（第19条

第１項各号に掲げるものを除く ）をした者。

(2) 第31条第１項の命令に違反した者

(3) 第34条第７項に規定する立入り、測量、調査又は明示の措置を拒み、又は妨げた

者

（両罰規定）

第45条 法人の代表者又は法人若しくは人の代理人、使用人その他の従業者が、その法

人又は人の業務に関して前３条の違反行為をしたときは、行為者を罰するほか、その法

人又は人に対して各本条の罰金刑を科する。

附 則

（施行期日）

１ この条例は、平成18年４月１日から施行する。

（経過措置）

２ この条例の施行の際現に着手している森林開発行為については、第19条から第30条

までの規定及び第31条第１項の規定は適用しない。

３ 前項の規定にかかわらず、この条例の施行の日から６月以内に完了しない森林開発行

為については、この条例の規定を適用する。この場合において、第19条第１項中「開

発計画者」とあるのは「森林開発行為を引き続き行おうとする者」と 「あらかじめ」、

とあるのは この条例の施行の日から４月以内に と 第20条及び第21条の規定中 開「 」 、 「

発計画者」とあるのは「森林開発行為を引き続き行おうとする者」と、第31条第１項

中「第21条第３項」とあるのは「この条例の施行の日から６月を経過した日以後にお

いて、第21条第３項」とする。


